
5-10

H27 H28 H29 H30 H31

1 457t 1,403t 734ｔ 455t - 481ｔ 504ｔ

2

3

4

職員人件費　（＝人員（人工）×7,856千円）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

4,041

人員（人工） 0.50 0.50 0.50

4,041 4,041

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 4,840 4,098 4,648

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

その他 799 57

内

訳

国道支出金

地方債

一般財源

607

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

■ヤナギダコの繁殖に関する生態の解明
■資源増大に向けた種苗生産に必要な基礎的試験とデータの蓄積
■成長過程と成熟サイズの解明

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　当市の主要水産物であるヤナギダコは、漁業資源のみならず水産加工品としても重要であるが、
近年、その漁獲量が不安定であり、将来にわたる資源の維持・増大が強く望まれている中、生態に
関する知見は皆無であり、増養殖に関する試験研究もされていないことから、将来の資源管理型漁
業を想定し、生態や資源増大に関する基礎的研究に取り組むとともに、種苗放流技術の確立や的
確な資源管理手法を構築する。

３　事務事業の現状

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

ヤナギダコ生産量

H31予算

799 57 607

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 産業連携の促進

施策目標 地域資源を活用した産業連携に取組むまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者、漁業協同組合

対象者の今後の予想 減少

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産指導担当）

事務事業名（事業番号） 産学官連携研究開発事業（資源増大） 事業番号 12253

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

５　事務事業の評価

ア．

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　生態等に関する基礎的研究と、種苗放流技術の確立や的確な資源管理手法の構築を目的とした
試験研究事業であり、受益者に負担を求めるものではない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最低限の内容である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　統合可能な類似事業がない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
　ヤナギダコ資源の維持・増大は漁家経営の安定と共に市内経済にも影響するため市民ニーズは
ある。

意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　生態解明が進んでおり、今後の資源管理が期待される。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　有用海洋生物の基礎研究を行える水産研究所を有効に活用するためにも市が実施すべきであ
る。



5-10

H27 H28 H29 H30 H31

1 5件 5件 5件 7件 10件 7件 7件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,004 982

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

内

訳

0 0 0

その他 3,670 3,450 3,835

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 10,044 9,824 8,289

一般財源 0 0 0

人員（人工）

大学等研究機関との共同研究数

0.83

国道支出金 0 0 0

地方債

6,374 6,374 4,454

0.83 0.58

H31予算

3,670 3,450 3,835

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①大学との共同研究による、地域水産資源を活用した食品加工技術の開発と新商品開発の推進。
②大学との共同研究による、生ウニ及び生ホッキ貝の冷凍技術の開発と新商品開発の推進。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

産学官連携を活かした商品開発の推進と商品化の実現を図ることにより、根室産水産物の付加価
値向上と新たな市場開拓・拡大が期待できる。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 産業連携の促進

施策目標 地域資源を活用した産業連携に取組むまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市内水産加工企業、市内漁業協同組合

対象者の今後の予想 増加

計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 水産加工振興センター（水産加工振興センター担当）

事務事業名 産学官連携研究開発事業（食品開発） 事業番号 12265

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

専門的な共同研究テーマを設定した大学との共同研究事業であることから、他事業との統合は考え
にくい。

カ．

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

・大学との共同研究により開発された製品について、学校給食食材としてのテストマーケティングや
地域食品産業界や他業種と連携した商品開発活動の推進するとともに、研究成果については、市
内水産加工業者や地元漁協に対して情報提供と技術移転を図り、連携強化にも努めている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

学校法人東海大学海洋学部と根室市との相互協力協定に基づいて取組む事業や国立大学法人東
京海洋大学との共同研究契約に基づいて取組む事業であるため、市が実施すべきである。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

技術開発及び技術移転の段階、商品化実現に向けた連携段階にあるため、現状では受益者負担
は困難である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

市内水産加工企業による商品化実現に向けて、他業種との連携を含めた技術移転手法と合わせ
て、学校給食市場及びその他の市場を含めた販路開拓を視野に入れた産学官連携の取組みにつ
いて検討が必要である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

各種補助・助成事業の活用の検討。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
市内水産加工企業による商品化実現に向けて、他業種との連携を含めた技術移転手法と合わせ
て、販路開拓を視野に入れた産学官連携の取組みについて検討する。

今後の動向・市民ニーズなど
大学との共同研究による新たな加工技術や商品開発によって、地域食品産業界と他業種との産学
官の連携した商品開発活動を推進することにより、新たな市場開拓・拡大が可能となるため、市内加
工業界からのニーズはある。

５　事務事業の評価



5-10

H27 H28 H29 H30 H31

1 10ｸﾞﾙｰﾌﾟ 10ｸﾞﾙｰﾌﾟ 10ｸﾞﾙｰﾌﾟ 12ｸﾞﾙｰﾌﾟ 6ｸﾞﾙｰﾌﾟ 10ｸﾞﾙｰﾌﾟ 10ｸﾞﾙｰﾌﾟ

2 2件 2件 2件 2件 2件 2件 2件

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 産学官連携促進事業 事業番号 12277

施策体系との関連

対　象

１　施策体系

施策区分 産業連携の促進

施策目標 地域資源を活用した産業連携に取組むまち

２　事務事業の概要と目的

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

・研究課題のマッチング支援（ニーズ把握、企業の抱える課題や提案の調査等）
・産学官連携研究開発事業の選定と研究推進
・共同研究活動の促進
・研究成果に基づく事業化等に対する支援策等の検討

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

「根室市と東海大学海洋学部との相互協力協定」や「根室市産業クラスター創造研究会」等の活動
に基づく研究開発の円滑な推進を図るため、企業、大学、行政の研究者個人の活動を後押しするな
どして活発な研究開発活動を促進する。

３　事務事業の現状

事務や事業が対象としている人
や団体など

　企業、大学、行政の研究者等

対象者の今後の予想 　同程度

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

実績値

産業クラスター活動に取り組むグ
ループ数

東海大学と根室市の共同研究数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

その他 1,000 900 1,400

1,000 900 1,400

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,614 1,514 2,014

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 135 126

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 807 757



作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 既に起業、大学、行政がそれぞれ応分の負担をしていることから、現時点で見直しの必要は無い。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
毎年度、各協議会の事業実績や事業計画に応じた負担金額の精査を行っており、平成29年度にお
いては根室産業クラスター協議会の負担金支出の際に事業計画に応じた必要な事業費を踏まえ、
負担金を減額し支出している。

単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

産業経済界、教育界、行政が連携・協力して事業を推進することが求められており、行政の主体的
な関与は欠かすことは出来ない。

□ある　　■一部ある　　□ない

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H30年度末終了予定：東海大学との産学官連携事業）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

研究開始から長期間が経過しながら、なかなか成果に結びかない案件もあることから、メリハリのき
いた事業費の配分するなど、限られた財源を集中投資することにより短期間で成果に結びつけるこ
とが可能な案件がある場合には積極的に検討する必要がある。「根室市と東海大学海洋学部との
相互協力協定」については、平成３０年度末まで協定期間を延長しており、引き続き、研究活動が継
続中である。

□ある　　■一部ある　　□ない

産学官連携推進事業については、「根室市と東海大学海洋学部との相互協力協定」を平成３０年度
末までと設定しており、事業終期を設定することにより、長期にわたる単位コストの負担を制限してい
る。産業クラスター活動については、事業活動に対して市と市内金融機関が応分の負担を行いなが
ら、活動助成を実施しており、研究グループの活発な活動推進のための必要最低限の事業費であ
ると考えている。

□ある　　□一部ある　　■ない

現段階では、研究活動が継続中であり、産学官が連携して行う事業であることから、現時点では他
事業との統合の必要は無い。今後、産学官連携の枠組みで、類似事業を立ち上げる場合には、そ
の都度、事業統合の可能性について検討を要するもの。

今後の動向・市民ニーズなど
産業クラスター活動においては、近年、グループ研究の活発化が見られることから、本事業に対する
ニーズはある。今後は研究活動の段階から新産業の創出や新商品の開発による地域経済の活性
化が期待される。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

これまでも産学官連携事業による研究成果の商品化、実用化、事業化、起業化されていることから、
一定の成果はある。一方で研究開始から長期間が経過しながら成果に結びついていない案件もあ
ることから、事業費の集中化により短期間で成果に結びつけるなどの手法を実践する必要がある。


